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 本工事は、入札時積算数量書活用方式の対
象工事である。詳細は入札説明書による。
 本工事は、週休２日を促進する試行工事で
ある（週休日は、現場閉所とする。）。詳細は
入札説明書による。
 本工事は、工事成績相互利用登録機関が発
注した「工事成績相互利用適用対象工事」（以
下「工事成績相互利用対象工事」という。）の
工事成績評定点を競争参加資格や評価対象と
する、「工事成績相互利用型総合評価方式」の
試行工事である。詳細は入札説明書による。
 本工事は「情報共有システムを活用した工
事関係図書等の効率化、電子納品等」の適用
を行う対象工事である。詳細は入札説明書に
よる。
 本工事は、契約手続にかかる書類の授受を、
原則として電子契約システムで行う対象工事
である。なお、電子契約システムによりがた
い場合は、発注者の承諾を得て紙契約方式に
代えるものとする。

２ 競争参加資格に関する事項
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。
 近畿地方整備局における平成31・32年度一
般競争（指名競争）参加資格「建築工事」の
認定を受けていること（会社更生法（平成14
年法律第154号）に基づき更生手続開始の申
立てがなされている者又は民事再生法（平成
11年法律第225号）に基づき再生手続開始の
申立てがなされている者については、手続開
始の決定後、近畿地方整備局長が別に定める
手続きに基づく一般競争（指名競争）参加資
格の再認定を受けていること。）。
 近畿地方整備局における一般競争（指名競
争）参加資格「建築工事」の認定の際に、客
観的事項（共通事項）について算定した点数
（経営事項評価点数）が、1200点以上であ
ること（上記の再認定を受けた者にあって
は、当該再認定の際に、経営事項評価点数が
1200点以上であること。）。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の再認定を受けた者を除く。）でないこと。

 平成17年度以降に元請として完成し、引き
渡しが完了した下記１）から４）までの要件
をすべて満たす工事（発注者は問わない。民
間実績も可とする。）の施工実績（以下「同種
工事の実績」という。）を有すること（甲型共
同企業体構成員としての実績は、出資比率が
20％以上の場合のもの、乙型共同企業体構成
員としての実績は、出資比率にかかわらず各
構成員が施工を行った分担工事のものに限
る。また、事業協同組合構成員の実績は認め
られない。）。
また、申請書及び資料の提出期限までに完
成し、引渡しが完了する予定であった工事が
「新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止
に向けた工事及び業務の一時中止措置等につ
いて」（以下、「通知」という。）に基づく一時中
止等を行ったことにより、申請書及び資料の
提出期限までに完成し、引渡しが完了してい
ない場合においても実績として認める。ただ
し、通知に基づく一時中止等以降、新たな理
由により工期を延期した場合、工事の完成、
引渡しの完了まで実績として認めない。
１）建物規模及び用途 下記ａ）又はｂ）の
規模及び用途
ａ）延べ面積（増築の場合は増築面積）
1000以上の集合住宅又は宿泊施設
ｂ）延べ面積（増築の場合は増築面積）
1000以上の建築物において住居又は
宿泊等に供する室の合計面積が500以
上有するもの

２）構造 鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋
コンクリート造

３）階数 地上２階以上
４）工事内容 新築工事又は増築工事
ただし、上記１）から４）までは同一建築
物の実績であること。また、２）については
主要な構造とし、一部のみが当該構造種別で
ある場合は実績とは認めない。４）について
は躯体、外装及び内装を含む建築一式工事で
あること。
なお、経常ＪＶにあっては、構成員のうち
の１社が平成17年度以降に元請として完成
し、引き渡しが完了した同種工事の実績を有

するとともに、その他の構成員が、平成17年
度以降に元請として完成し、引き渡しが完了
した下記５）から７）までの要件をすべて満
たす工事（発注者は問わない。民間実績も可
とする。）の施工実績（以下「その他構成員の
実績」という。）を有すること（甲型共同企業
体構成員としての実績は、出資比率が20％以
上の場合のもの、乙型共同企業体構成員とし
ての実績は、出資比率にかかわらず各構成員
が施工を行った分担工事のものに限る。また、
事業協同組合構成員の実績は認められな
い。）。
５）建物規模及び用途 下記ａ）又はｂ）の
規模及び用途
ａ）延べ面積（増築の場合は増築面積）
500以上の集合住宅又は宿泊施設
ｂ）延べ面積（増築の場合は増築面積）
500以上の建築物において住居又は宿
泊等に供する室の合計面積が250以上
有するもの

６）構造 鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋
コンクリート造
７）工事内容 新築工事又は増築工事
ただし、上記５）から７）までは同一建築
物の実績であること。また、６）については
主要な構造とし、一部のみが当該構造種別で
ある場合は実績とは認めない。７）について
は躯体、外装及び内装を含む建築一式工事で
あること。
同種工事の実績及びその他構成員の実績

が、近畿地方整備局（港湾空港関係を除く。）
発注の工事又は工事成績相互利用対象工事で
ある場合は、工事成績評定点が65点未満でな
いことで実績とする。
 次に掲げる１）から４）までの基準をすべ
て満たす監理技術者又は主任技術者（以下「配
置予定技術者」という。）を当該工事に専任で
配置できること。なお、経常ＪＶにあっては、
構成員のうちの１社が下記１）から４）まで
の基準をすべて満たす配置予定技術者を当該
工事に配置できるとともに、その他の構成員
は下記１）及び４）の基準を満たす主任技術
者を当該工事に専任で配置できること。

なお、本工事は余裕期間を設定した工事で
あり、余裕期間内は、配置予定技術者の配置
を要しない。
１）１級建築施工管理技士又はこれと同等以
上の資格を有する者であること。
２）平成17年度以降に元請として完成し、引
き渡しが完了した上記５）から７）まで
の要件をすべて満たす工事（同一建築物の
実績であること。また、６）については主
要な構造とし、一部のみが当該構造種別で
ある場合は実績とは認めない。７）につい
ては躯体、外装及び内装を含む建築一式工
事であること。発注者は問わない。民間実
績も可とする。）の経験（以下「同種工事の
経験」という。）を有する者であること（甲
型共同企業体構成員としての実績は、出資
比率が20％以上の場合のもの、乙型共同企
業体構成員としての実績は、出資比率にか
かわらず各構成員が施工を行った分担工事
のものに限る。）。ただし、明示した同種工
事の経験に携わっていたことが確認できる
工事に限る。また、上記の期間に１年以上
の産前・産後・育児休業、介護休業及び傷
病休業（以下「長期休暇」という。）を取得
した場合は、長期休暇期間に相当する期間
を実績として求める期間に加えることがで
きる。
同種工事の経験が、近畿地方整備局（港
湾空港関係を除く。）発注の工事又は工事成
績相互利用対象工事である場合は、工事成
績評定点が65点未満でないことで経験とす
る。
また、申請書及び資料の提出期限までに
完成し、引渡しが完了する予定であった工
事が通知に基づく一時中止等を行ったこと
により、申請書及び資料の提出期限までに
完成し、引渡しが完了していない場合にお
いても実績として認める。ただし、通知に
基づく一時中止等以降、新たな理由により
工期を延期した場合、工事の完成、引渡し
の完了まで実績として認めない。
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